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地域の特徴に応じた防災対策・防災力向上の支援
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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

2021年「月刊福祉」3月号 特集災害への対応はすすんだか～東日本大震災から10年を受けて～「行政と社協・ＮＰＯ
の連携は深まったか」
2019年「月刊フェスク」3月号視点「市町村の災害対策は、なぜうまくいかないのか」～災害対策を見立てる力と受援力
を高めよう～
2018年防災啓発映画「いつか君の花明かりには」に防災専門家として出演 http://itsuhana.ifdef.jp/
2011年「身近な気象の事典」（東京堂出版、共著）
2008年気象予報士ハンドブック（オーム社、共著）
2006年実践防災フォーラム─「どう変える防災訓練」（時事通信社、共著）

宇部市役所で17年間防災担当として、高潮、竜巻、洪水、土砂災害、不発弾処理などを経験しました。
市地域防災計画の全面改訂及び当時全国初となる登録者と双方向の防災メールの導入・運営、避難勧告マニュアル
の作成、災害時要援護者支援制度の構築、各種ハザードマップの作成、10年かけて1%から100%となった自主防災組
織の育成、防災基本条例など数々の防災対策に携わりました。
その後５年間、宇部市健康福祉部地域福祉課で、災害救助法、避難所、災害時要援護者（要配慮者）、日赤（火
災罹災者対応）、民生委員なども担当しました。
その他、数多くのＮＰＯ法人や市民活動団体などの他、気象予報士、防災士としても活躍しています。
特に、行政とボランティアの両方の声がわかるボランティアとして、災害ボランティアセンターの運営支援を数多く行っていま
す。
また日頃から、防災に関する幅広い内容で、小学生、中学生、高校生、大学生、市民を対象に講演活動もしていま
す。

1996-2013年　宇部市防災室・防災課・防災危機管理課にて、防災対策に従事
1997年　第二級陸上特殊無線技士(総務省)
1998年　気象予報士(気象庁)
2003年　日本気象学会 九州支部奨励賞受賞
2005-2020年　内閣府防災ボランティア活動検討委員会メンバー・防災ボランティア活動の環境整備に関する検討会
委員・災害ボランティア活動における多様な主体による連携・協働に関する検討会委員
2012年　日本気象予報士会石井賞受賞
2013-2018年　宇部市地域福祉課にて、避難所、要配慮者、日赤業務等に従事
2017年　福祉防災認定コーチ(福祉防災コミュニティ協会)
2018年　気象防災アドバイザー(国土交通大臣)
2018年　内閣府TEAM防災ジャパンの活動に係るお世話係

宇部市防災人づくり講座にて講演の様子 令和元年房総半島台風
災害ボランティアセンター支援



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

自治体職員としての災害対策の実務や災害ボランティアとしての数多くの経験に基づき、その地域にあった防
災力向上の支援ができます。
また、地域力を引き出した防災力向上や多様な主体による災害ボランティアセンターの支援もできます。

1999年　宇部市台風第18号高潮災害対策本部
2001年　宇部市不発弾処理対策本部
2009年　宇部市防災人づくり講座
2011年　福島県いわき市勿来災害ボランティアセンター支援
2011年　宇部市自主防災組織率100%
2012年　宇部市防災基本条例
2017年　福岡県朝倉市災害対策本部支援
2018年　広島県呉市災害ボランティアセンター支援
2019年　千葉県災害ボランティアセンター支援
防災講演活動は、日常的に年間20～90回程度行っている。

自治体職員や地域の方の話をしっかりと聞き出すことが大切だと感じています。その状況に応じて、経験に基
づくアドバイスを即答することもありますが、必要に応じて、あえて問いを投げかけ、じっくりと考えてもらう時間も
大切にしています。自ら気づいたことは、その後の能動的なつながると実感しています。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

メールアドレス hironaka3〔アットマーク〕gmil.com

全国市町村国際文化研修所 分権時代の
自治体職員第49回

https://www.jiam.jp/melmaga/bunken/newcontents49.html

全国市町村国際文化研修所 分権時代の
自治体職員第50回

https://www.jiam.jp/melmaga/bunken/newcontents50.html

防災啓発ドキュメンタリー映画「いつか君の
花明かりには」

http://itsuhana.ifdef.jp/about.html

住民参加 その他
その他

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策
自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） 地域ブランディング

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育
子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育
結婚・出産・子育て支援 人材研修

地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進
その他 その他

滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援
地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

○ その他
7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

○ 避難所運営 地域おこし協力隊の推進
感染症対策 その他

○ 地区防災計画 インバウンド対応
BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流
建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策
集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs
地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他
その他

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策
経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生
地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化


